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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第３区分
【発行日】平成27年4月16日(2015.4.16)

【公開番号】特開2013-182312(P2013-182312A)
【公開日】平成25年9月12日(2013.9.12)
【年通号数】公開・登録公報2013-049
【出願番号】特願2012-43960(P2012-43960)
【国際特許分類】
   Ｇ０６Ｆ   1/32     (2006.01)
   Ｇ０６Ｆ   1/26     (2006.01)
   Ｇ０６Ｆ   3/12     (2006.01)
   Ｈ０４Ｎ   1/00     (2006.01)
   Ｂ４１Ｊ  29/38     (2006.01)
   Ｇ０３Ｇ  21/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０６Ｆ    1/00     ３３２Ｂ
   Ｇ０６Ｆ    1/00     ３３４Ｃ
   Ｇ０６Ｆ    1/00     ３３４Ｆ
   Ｇ０６Ｆ    3/12     　　　Ｋ
   Ｈ０４Ｎ    1/00     　　　Ｃ
   Ｂ４１Ｊ   29/38     　　　Ｚ
   Ｂ４１Ｊ   29/38     　　　Ｄ
   Ｇ０３Ｇ   21/00     ３９８　

【手続補正書】
【提出日】平成27年2月26日(2015.2.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１電力状態と前記第１電力状態より消費電力が小さい第２電力状態を有する情報処理
装置であって、
　前記情報処理装置の周囲の明るさが所定値より小さいかどうかを判断する判断手段と、
　前記第２電力状態への移行を制限する期間を設定する設定手段と、
　前記判断手段によって前記情報処理装置の周囲の明るさが所定値より小さいと判断され
た場合に現在時刻を取得する取得手段と、
　前記取得手段によって取得された前記現在時刻が前記設定手段によって設定された期間
内であれば前記情報処理装置を前記第２電力状態に移行させずに、前記取得手段によって
取得された前記現在時刻が前記設定手段によって設定された期間内でなければ前記情報処
理装置を前記第２電力状態に移行させる、制御手段と、
　を備えることを特徴とする情報処理装置。
【請求項２】
　前記取得手段によって取得された前記現在時刻が前記設定手段によって設定された期間
内であってもジョブの実行中には、前記制御手段は、前記情報処理装置を前記第２電力状
態に移行させない、ことを特徴とする請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項３】
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　前記情報処理装置の周囲の明るさに基づいて前記情報処理装置の電力制御を行う機能を
有効にするか無効にするかを選択させる選択手段をさらに備える、ことを特徴とする請求
項１又は２に記載の情報処理装置。
【請求項４】
　前記第２電力状態への移行を制限する期間を設定するための画面を表示する表示手段を
さらに備える、ことを特徴とする請求項１乃至３の何れか１項に記載の情報処理装置。
【請求項５】
　前記制御手段は、前記取得手段によって取得された前記現在時刻が前記設定手段によっ
て設定された期間内であれば前記情報処理装置を前記第２電力状態とは異なる第３電力状
態に移行させる、ことを特徴とする請求項１乃至４の何れか１項に記載の情報処理装置。
【請求項６】
　前記第３電力状態は、省電力状態である、ことを特徴とする請求項５に記載の情報処理
装置。
【請求項７】
　前記第２電力状態は、電源オフ状態である、ことを特徴とする請求項１乃至６の何れか
１項に記載の情報処理装置。
【請求項８】
　第１電力状態と前記第１電力状態より消費電力が小さい第２消費電力を有する情報処理
装置の制御方法であって、
　前記情報処理装置の周囲の明るさが所定値より小さいかどうかを判断する判断ステップ
と、
　前記第２電力状態への移行を制限する期間を設定する設定ステップと、
　前記情報処理装置の周囲の明るさが所定値より小さいと判断された場合に現在時刻を取
得する取得ステップと、
　取得された前記現在時刻が設定された期間内であれば前記情報処理装置を前記第２電力
状態に移行させずに、取得された前記現在時刻が設定された期間内でなければ前記情報処
理装置を前記第２電力状態に移行させる、制御ステップと、
　を有することを特徴とする情報処理装置の制御方法。
【請求項９】
　前記制御ステップにおいて、取得された前記現在時刻が設定された期間内であってもジ
ョブの実行中には、前記情報処理装置を前記第２電力状態に移行させない、ことを特徴と
する請求項８に記載の情報処理装置の制御方法。
【請求項１０】
　前記情報処理装置の周囲の明るさに基づいて前記情報処理装置の電力制御を行う機能を
有効にするか無効にするかを選択させる選択ステップをさらに有する、ことを特徴とする
請求項８又は９に記載の情報処理装置の制御方法。
【請求項１１】
　前記第２電力状態への移行を制限する期間を設定するための画面を表示する表示ステッ
プをさらに有する、ことを特徴とする請求項８乃至１０の何れか１項に記載の情報処理装
置の制御方法。
【請求項１２】
　前記制御ステップにおいて、取得された前記現在時刻が設定された期間内であれば前記
情報処理装置を前記第２電力状態とは異なる第３電力状態に移行させる、ことを特徴とす
る請求項８乃至１１の何れか１項に記載の情報処理装置の制御方法。
【請求項１３】
　前記第３電力状態は、省電力状態である、ことを特徴とする請求項１２に記載の情報処
理装置の制御方法。
【請求項１４】
　前記第２電力状態は、電源オフ状態である、ことを特徴とする請求項８乃至１３の何れ
か１項に記載の情報処理装置の制御方法。
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【請求項１５】
　第１電力状態と前記第１電力状態より消費電力が小さい第２電力状態とを有し、前記情
報処理装置の周囲の明るさが所定値より小さくなるのに基づいて前記第２電力状態へ移行
させる自動省電力機能を有する情報処理装置であって、
　前記自動省電力機能をオフにする期間を設定する設定手段、を有することを特徴とする
情報処理装置。
【請求項１６】
　前記自動省電力機能を有効にするか無効にするかを選択する選択手段、をさらに有する
ことを特徴とする請求項１５に記載の情報処理装置。
【請求項１７】
　前記自動省電力機能をオフにする期間を設定するための画面を表示する表示手段、をさ
らに有することを特徴とする請求項１５又は１６に記載の情報処理装置。
【請求項１８】
　前記第２電力状態は、電源オフ状態である、ことを特徴とする請求項１５乃至１７の何
れか１項に記載の情報処理装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００６】
　上記目的を達成する本発明のジョブ処理装置は以下に示す構成を備える。
　第１電力状態と前記第１電力状態より消費電力が小さい第２電力状態を有する情報処理
装置であって、前記情報処理装置の周囲の明るさが所定値より小さいかどうかを判断する
判断手段と、前記第２電力状態への移行を制限する期間を設定する設定手段と、前記判断
手段によって前記情報処理装置の周囲の明るさが所定値より小さいと判断された場合に現
在時刻を取得する取得手段と、前記取得手段によって取得された前記現在時刻が前記設定
手段によって設定された期間内であれば前記情報処理装置を前記第２電力状態に移行させ
ずに、前記取得手段によって取得された前記現在時刻が前記設定手段によって設定された
期間内でなければ前記情報処理装置を前記第２電力状態に移行させる、制御手段と、を備
えることを特徴とする。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１３】
　図２は、図１に示したコントローラ３の構成を説明するブロック図である。本例に示す
コントローラ３は、メインボード２００と、サブボード２２０から構成される。なお、本
実施形態では、メモリ２０３が省電力モード移行中に、システムを復帰させる情報を記憶
する第１の記憶手段として用い、フラッシュディスク２０７を第２の記憶手段として用い
る例を示す。
　図２において、１０１は照度検出センサ部で、画像形成装置が設定される居室の照明機
器から照射される光の照度を検出する照度検出部１０に設けられ、光を検出して電流値（
光電流）に変換する、例えばフォトダイオード等で構成される。１０２は照度検出コント
ローラで、光電流を増幅し、電圧値に変換して、所定レベル以下であるか比較し、ＣＰＵ
２０１に通知する。
　２００はメインボードで、いわゆる汎用的なＣＰＵシステムで構成される。メインボー
ド２００は、ボード全体を制御するＣＰＵ２０１、ブートプログラムが含まれるブートロ
ム２０２、ＣＰＵがワークメモリとして使用する揮発性のメモリ２０３を備える。さらに
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、メインボード２００は、外部バスとのブリッジ機能を持つバスコントローラ２０４、電
源断された場合でも消えない不揮発性メモリ２０５を備える。
【手続補正４】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図２
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図２】
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